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日韓 FTA締結と鉄鋼産業の協力可能性

韓 基早＊

�．はじめに

現在、世界で発効中の自由貿易協定（FTA;

Free Trade Agreement）１）は２９７件でこの中で２０６

件が１９９５年から２０１１年５月の間に締結されたも

のである。韓国政府はこのような世界的な FTA

の拡散趨勢に応じて安定的に海外市場を確保

し、経済開放を通じて韓国経済の競争力を強化

するために同時多発的に FTAの締結を推進し

てきた。韓国は現在８件４５カ国と FTAを締結

し、１１カ国と交渉を進めており、１７カ国と交渉

を準備中である。日本も現在１３カ国と FTAお

よび経済連携協定（EPA;Economic Partnership

Agreement）２）を締結しており、４カ国と交渉中

で４カ国および EU地域と FTAや EPAの締結

のための共同研究を進めている。また現在、日

本は環太平洋戦略的経済連携協定または環太平

洋パートナーシップ協定（TPP;Trans Pacific Part-

nership）３）の交渉参加に向けて協議中である。

日中韓は２００３年から２００９年まで FTA締結の

ための準備として民間共同研究を完了した。さ

らに２００９年１０月日中韓首脳会議に際して政府次

元での共同研究の推進に合意して以来７回にわ

たって産官学共同研究会議が開催され、２０１１年

１２月に共同研究報告書の作成が完了した。また

これを受けて２０１２年５月１４日に北京で開かれた

“第５回日中韓首脳会議”において年内に３国

間 FTAの締結のための交渉を開始し、国内手

続きおよび実務協議を含めた準備作業に入ると

いう内容が含まれた共同宣言文が採択された。

しかし、日中韓の間では互いに経済的、特に

貿易において非常に密接な関係にあるにも拘ら

ず、未だに FTAが締結されていない。もし日

中韓 FTAが締結されれば、３国の経済、人口

規模の大きさからみて経済的な影響は非常に大

きいであろう４）。またそれに留まらずその政治

的、外交的な影響も強いと考えられる。これと

関連して本稿では日韓の鉄鋼産業に焦点を絞っ

て両国の鉄鋼産業の競争力および鉄鋼産業のお

かれた環境の検討を通じて FTAが締結された

後の日韓の協力可能性を探ってみる。まず、第

Ⅱ節では、日韓の鉄鋼産業の概況を概観し、第

Ⅲ節では、日韓の鉄鋼産業の貿易現況と FTA

締結の必要性について検討を行い、そして第Ⅳ

節では、日韓の鉄鋼産業の競争力と FTA締結

の経済効果を検討し、最後に日韓の鉄鋼産業に

おける協力可能性について考えてみたい。

�．日韓の鉄鋼産業の概況

鉄鋼産業の需要と供給は短期的に価格に対し

て非弾力的であるため、景気にしたがって価格
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変動が非常に大きい。すなわち景気停滞のとき

にも生産設備の過剰などで供給量は減らないの

で、価格が大きく下落することもあるし、逆に

景気の好況のときは、生産能力を短期間に伸ば

すことができないので、価格が大幅に上昇する

ときもある。一方、鉄鋼製品は体積と重さが大

きいために遠距離輸送よりは主に近距離または

域内交易の特性をもつ。このような域内交易の

特性は鉄鋼の需要と供給の価格非弾力性を生む

もう一つの原因である。

表１は、日中韓の粗鋼の名目生産と消費の規

模の推移を表わす。韓国は去る１０年間粗鋼の生

産と消費は緩やかに増加してきた。年平均で粗

鋼生産は２．６％、粗鋼消費は３．２％増加してき

た。２０１０年基準で世界の粗鋼の生産と消費にお

いて、韓国は各 ４々．１％と３．９％を占めている。

日本の粗鋼生産は去る１０年間よこなみで、年平

均増加率は０．３％に過ぎなく、ほとんど増加し

ていない。また粗鋼消費は年平均２．０％減少し

てきた。日本は２０１０年世界の粗鋼の生産と消費

に占める割合は各 ７々．７％と４．９％である。

一方、中国の粗鋼の生産と消費は急速に増加

してきた。粗鋼生産は去る１０年間約５倍（年平

均増加率１７．３％）、消費は約６倍（年平均増加

率１９．５％）も増加したが、２０１０年基準で中国は

世界の粗鋼の生産と消費において各 ４々４．２％と

表１ 日中韓の粗鋼生産および消費の規模 （単位：百万トン、％）

粗鋼生産 ２０００－２０１０
年平均増加率

粗鋼消費 ２０００－２０１０
年平均増加率２０００年 ２００５年 ２０１０年 ２０００年 ２００５年 ２０１０年

韓国
４５．０ ４７．８ ５８．４

２．６
４０．０ ４９．０ ５４．６

３．２
（５．３） （４．２） （４．１） （４．８） （４．３） （３．９）

日本
１０６．０ １１２．５ １０９．６

０．３
８４．０ ８２．９ ６８．３

－２．０
（１２．５） （９．８） （７．７） （１１．３） （７．３） （４．９）

中国
１２７．０ ３５３．２ ６２６．７

１７．３
１０１．０ ３６２．０ ６００．０

１９．５
（１５．０） （３０．９） （４４．２） （１３．６） （３２．０） （４３．３）

世界 ８４８．０ １，１４４．０ １，４１７．３ ５．３ ７４３．０ １，１３１．３ １，３８５．８ ６．４

注：（ ）の中は対世界シェア。
資料：World Steel Association (WSA)、Steel Statistical Yearbook、各年度より作成。

表２ 世界１０位の粗鋼生産企業 （単位：百万トン）

順位 ２０１１年 粗鋼生産 ２００５年 粗鋼生産

１ Arcelor Mittal（ルクセンブルク／インド） ９７．２ Mittal Steel（インド） ６３

２ Herbei Group（中国） ４４．４ Arcelor（ルクセンブルク） ４６．７

３ Baosteel Group（中国） ４３．３ Nippon Steel（日本） ３２

４ POSCO（韓国） ３９．１ POSCO（韓国） ３０．５

５ Wuhan Group（中国） ３７．７ JFE（日本） ２９．９

６ Nippon Steel（日本） ３３．４ Baosteel（中国） ２２．７

７ Shagang Group（中国） ３１．９ US Steel（韓国） １９．３

８ Shougang Group（中国） ３０ Nucor（米国） １８．４

９ JFE（日本） ２９．９ Corus Group（イギリス） １８．２

１０ Ansteel Group（中国） ２９．８ Riva（イタリア） １７．５

資料：World Steel Association (WSA)、http://www.worldsteel.org/、２０１２年１１月２０日より作成。
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４３．３％を占めて世界１位を記録した。世界にお

ける中国の急速な台頭と日本の衰退が見えてく

るが、この３国は世界の粗鋼の半分以上を生産

し、生産された粗鋼の半分以上を消費してい

る。日中韓の鉄鋼産業は世界的規模の大型企業

を保有している（表２参照）。２０１１年基準で粗

鋼生産において世界１０位内に入っている企業と

して、日本の新日本製鉄（第６位）と JFEス

チール（第９位）、韓国の POSCO（第４位）が

あり、中国は、Herbei Group（第２位）と Baosteel

Group（第３位）をはじめ、合わせて６社が１０

位内にランクされている。相対的な日本企業の

衰退と中国企業の台頭が目を引く。

このように日本、中国、韓国は世界鉄鋼産業

の成長をリードする地域として浮上しており、

また Arcelor Mittal社を除いて９社すべてがこ

の地域内に所在する鉄鋼企業として世界鉄鋼産

業をリードしていると言っても過言ではない。

言い換えれば、この３カ国企業の独自の行動に

よって世界鉄鋼産業が混乱に陥る可能性もあり

うる。したがって日中韓の鉄鋼産業は各自の発

展と危険を回避していくためにも互いに競争し

合いながら世界鉄鋼産業の環境変化に対応し協

力していく必要性があると考えられる。とくに

韓国の企業と日本の企業は中国企業の急速な浮

上にも対応を攻められているが、独自に対応す

るよりは韓国の企業と日本の企業が手を結んで

共同対応していく必要性もあろうし、その方が

対応効果も高いであろう。

�．日韓の鉄鋼産業の貿易現況と FTA
締結の必要性

鉄鋼製品は体積と重さが大きいために遠距離

輸送よりは近距離または域内交易の特徴をも

つ。日韓域内交易においてもこのような特徴が

見うけられる。表３でみるように、２０１１年現在、

対世界鉄鋼輸出入額に占める３カ国の域内鉄鋼

交易（輸出＋輸入）の割合は、日本が４４．４％、

韓国が４７．２％であり、中国が３４．０％を占めてい

る。２００９年主要経済ブロックの域内交易の比重

は、EU が６５．１％、NAFTA が３９．６％、ASEAN

が２５．６％であるが５）、こういった NAFTAや

ASEANの域内交易の比重よりも高く、鉄鋼産

業において３カ国の間で非常に密接な貿易関係

が形成されている。とくに韓国と日本の域内交

易の比重が高く、輸入の場合、日本の域内から

の調達は５７．３％であり、韓国の域内調達は７０％

表３ 日中韓の相互鉄鋼交易の状況（２０１１年） （単位：百万ドル、％）

Partner--> 中国 韓国 日本 域内 対世界

韓国

輸出 ４，５５７（１４．８） ４，３１０（１４．０） ８，８６７（２８．７） ３０，８６０

輸入 ９，３４５（３０．９） １０，６２３（３５．２） １９，９６８（６６．１） ３０，１９６

計 １３，９０２（２２．８） １４，９３３（２４．５） ２８，８３５（４７．２） ６１，０５６

日本

輸出 １０，２３９（２０．５） １０，３１９（２０．６） ２０，５５８（４１．１） ４９，９７３

輸入 ２，８０３（２２．４） ４，３７１（３４．９） ７，１７４（５７．３） １２，５１１

計 １３，０４３（２０．９） １４，６９０（２３．５） ２７，７３２（４４．４） ６２，４８４

中国

輸出 ９，３０８（１６．８） ３，５８３（６．５） １２，８９０（２３．２） ５５，４７５

輸入 ５，０６０（１６．２） １１，５７９（３７．０） １６，６３９（５３．２） ３１，３０２

計 １４，３６８（１６．６） １５，１６２（１７．５） ２９，５２９（３４．０） ８６，７７７

注：鉄鋼の範囲は HS７２０１～７２２９、７３０１～７３０７である。
資料：UN、「COMTRADE」、http://comtrade.un.org、２０１２年１１月２０日より作成。

日韓 FTA締結と鉄鋼産業の協力可能性

－１３３－



に迫っている。韓国と日本は共に中国よりは相

手国からの調達の割合が高い。すなわち鉄鋼産

業において韓国は日本に対して、日本は韓国に

対して輸入依存度が高く、相互依存的な交易関

係を保っている。また日本は域内に対する輸出

依存度も高い。

表４でみるように、韓国は世界市場において

主に板類、棒形鋼類、一次原料と半製品を輸入

し、板類、棒形鋼類、鋼管類を輸出している。

すなわち世界市場から一次原料と半製品、熱延

板類などを輸入して粗鋼や熱延類を生産し、冷

延類や電気・めっき鋼板などを世界市場に輸出

している。板類は主として非合金のものを輸出

しているが、技術水準の高い合金鋼のものも輸

出している。棒形鋼類も技術水準の高いステン

レス（STS）鋼や合金鋼のものよりは非合金鋼

のものをずっと多く輸出している。

韓国の鉄鋼産業は世界市場に対して２０１０年ま

では貿易赤字を出していたが、２０１１年に６．６億

ドルの貿易収支黒字に転じた。２０１１年現在貿易

黒字を出しているのは板類と鋼管類であるが、

国内で生産できない一次原料と半製品において

は赤字を記録した。棒形鋼類も赤字を出してい

るが、非合金鋼のものと鉄鋼製品のものにおい

ては黒字を出した。このように韓国は一次原料

だけではなく、半製品もかなり海外に依存して

いる。またある程度高い技術を要する合金鋼や

STS鋼の板類において技術水準の向上に伴って

競争力が向上したことが読み取れる。しかし、

合金鋼の棒形鋼類はいまだに技術水準と競争力

が弱いということが推測される。

表５は韓国鉄鋼産業の対日本輸出入の現況を

表わす。韓国の対日本輸出入は、世界市場に対

するものと同じく、主に板類、棒形鋼類、一次

表４ 韓国鉄鋼産業の対世界輸出入の現況 （単位：百万ドル）

対世界輸出 対世界輸入 対世界貿易収支

２００５年 ２０１０年 ２０１１年 ２００５年 ２０１０年 ２０１１年 ２００５年 ２０１０年 ２０１１年

一次原料 ３３５ １，２０５ １，３６４ ４，５１５ ６，７４８ ８，１８７ －４，１８１ －５，５４３ －６，８２３

半製品 １１９ ６７５ １，１２２ ２，２３５ ３，６５９ ３，０５１ －２，１１７ －２，９８３ －１，９２９

非合金鋼 ６５ ６７０ １，１１２ ２，０９２ ３，５１０ ２，８８８ －２，０２６ －２，８４０ －１，７７６

STS鋼 ５１ ２ ２ ４９ ３９ ５８ １ －３７ －５６

合金鋼 ３ ４ ８ ９５ １１０ １０５ －９２ －１０６ －９７

板類 １０，２１０ １６，５８９ ２０，９７２ ７，６１８ １０，９８８ １２，８７２ ２，５９２ ５，６０１ ８，１００

非合金鋼 ７，１８６ １３，１４３ １６，９９１ ６，００７ ９，０６４ １０，１３１ １，１７９ ４，０７９ ６，８６０

STS鋼 ２，６６６ ２，６２５ ２，９５７ １，１６０ １，５８３ １，９８２ １，５０５ １，０４２ ９７５

合金鋼 ３５９ ８２０ １，０２３ ４５０ ３４０ ７５９ －９１ ４８０ ２６４

棒形鋼類 ２，１９１ ３，４３０ ４，２６５ １，９８５ ３，５４１ ４，３６７ ２０７ －１１０ －１０２

非合金鋼 １，３７８ ２，３４６ ２，９３４ １，５２２ ２，２６９ ２，６８５ －１４４ ７７ ２４９

STS鋼 ４３７ ４５３ ４９１ ２２３ ４０４ ５２１ ２１４ ４９ －３０

合金鋼 ３２２ ４８４ ６９８ ２１２ ７７３ １，０８２ １１０ －２８９ －３８３

鉄鋼製品 ５５ １４８ １４２ ２９ ９５ ７９ ２７ ５３ ６３

鋼管類 １，２３０ ２，０７９ ３，１３７ ７５３ １，２５１ １，７１９ ４７７ ８２８ １，４１８

合 計 １４，０８５ ２３，９７８ ３０，８６０ １７，１０６ ２６，１８６ ３０，１９６ －３，０２１ －２，２０８ ６６３

資料：UN、「COMTRADE」、http://comtrade.un.org、２０１２年１１月２０日より作成。

長崎県立大学東アジア研究所『東アジア評論』第５号（２０１３．３）

－１３４－



原料と半製品を輸入し、板類と棒形鋼類を輸出

している。しかし日本に対してはすべての品目

類において輸出よりは輸入が大きく、２００５年か

ら２０１１年まで貿易赤字を出している。とくに板

類と半製品、棒形鋼類において膨大な赤字を出

している。そして特異なのは、高い技術水準を

要する合金鋼や STS鋼よりも、ある程度日本

と競争できるほどの技術水準を確保している非

合金鋼の半製品、板類、棒形鋼類において貿易

赤字が大きいということである。

韓国は２０００年代熱延鋼板・厚板の不足と冷延

鋼板の供給過剰という川上・川下工程間の需給

不均衡の問題が膠着していたが、２００６年から熱

延鋼板と厚板を中心とした大規模の川上工程へ

の投資が行われ、新たに熱延鋼板が約１千万ト

ン、厚板が７００万トン追加供給されることで、

これらのものが輸入代替されると予想されてい

た。しかし、一部高級鋼材の技術開発の未完了

による日本産高級鋼材の輸入代替の不振と中国

鉄鋼材の供給過剰の持続で、韓国向き低廉な中

国産汎用鋼材の輸入代替の不振によって、国内

産供給増加にも関らず、両鋼材の輸入はあまり

減っていなかったのである６）。

表６は韓国および日本の相手市場に対する品

目類別の市場依存度を表わしている。韓国鉄鋼

産業の対日本輸出市場依存度は２００５年から２０１０

年まで１６．４％から１２．６％に減少したが、２０１１年

に再び１４．０％に増加した。すべての品目類にお

いてこのような傾向が見られる。２０１１年現在依

存度の高いのは、棒形鋼類（１５．２％）、板類

（１４．１％）、半製品（１２．５％）であり、STS鋼

の半製品と棒形鋼類、合金鋼の棒形鋼類の輸出

市場依存度が高い。また韓国の対日本輸入市場

依存度は２００５－２０１０年の間に３８．４％から４０．１％

表５ 韓国鉄鋼産業の対日本輸出入の現況 （単位：百万ドル）

対日本輸出 対日本輸入 対日本貿易収支

２００５年 ２０１０年 ２０１１年 ２００５年 ２０１０年 ２０１１年 ２００５年 ２０１０年 ２０１１年

一次原料 ９４ ３４４ ３２２ １，１０５ １，８２５ １，８６５ －１，０１０ －１，４８２ －１，５４３

半製品 ２０ ４６ １４１ ７３９ １，４８３ １，３１２ －７１９ －１，４３７ －１，１７１

非合金鋼 １６ ４５ １４０ ６４６ １，３８６ １，２１５ －６３０ －１，３４１ －１，０７５

STS鋼 ４ １ １ １ ０ ０ ３ ０ ０

合金鋼 ０ １ ０ ９２ ９７ ９７ －９２ －９６ －９７

板類 １，６６６ ２，００３ ２，９６５ ３，７４２ ５，６２１ ５，７２６ －２，０７６ －３，６１７ －２，７６１

非合金鋼 １，２９９ １，６２１ ２，４９２ ３，２００ ４，９９１ ４，９７５ －１，９０１ －３，３７１ －２，４８３

STS鋼 ３５５ ３７０ ４４４ ３２６ ４９６ ６０１ ３０ －１２６ －１５７

合金鋼 １２ １３ ２９ ２１７ １３４ １５０ －２０５ －１２１ －１２１

棒形鋼類 ３９９ ４７１ ６５０ ７６３ １，２３８ １，３０５ －３６４ －７６７ －６５４

非合金鋼 ２１５ ２６２ ３７５ ５５５ ８３８ ８８１ －３４０ －５７５ －５０６

STS鋼 １０２ ９８ １２０ ８７ １２６ １４２ １５ －２８ －２２

合金鋼 ７５ １０５ １３５ １１１ ２５８ ２７４ －３６ －１５３ －１３８

鉄鋼製品 ７ ５ １９ １１ １６ ７ －４ －１１ １２

鋼管類 １３６ １４６ ２３３ ２１７ ３３２ ４１５ －８１ －１８６ －１８２

合 計 ２，３１６ ３，０１１ ４，３１０ ６，５６６ １０，５００ １０，６２３ －４，２５０ －７，４８９ －６，３１３

資料：UN、「COMTRADE」、http://comtrade.un.org、２０１２年１１月２０日より作成。
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に増加したが、２０１０年に３５．２％に下落した。し

かしこのような傾向を見せているのは板類だけ

で、２００５－２０１１年の間に半製品の輸入市場依存

度は増加し、棒形鋼類と鋼管類の輸入市場依存

度は下落した。２０１１年現在対日本輸入市場依存

度の高いのは、板類４４．５％、半製品４３．０％、棒

形鋼類２９．９％、鋼管類２４．１％である。

また、日本の対韓国輸出市場依存度は２００５－

２０１１年の間にほぼ横ばいで２１．５％から２０．６％に

やや下落した。この間に板類、棒形鋼類の２０１１

年の輸出市場依存度も２００５年より下落した。ま

た半製品の対韓国輸出市場依存度は２００５年の

４１．０％から２０１０年の５０．１％に約１０％も上がった

が、２０１１年に再び３５．８％に落ちた。２０１１年現在

対韓国輸出市場依存度は、半製品が３５．８％、板

類が１９．５％、棒形鋼類が１８．９％と高い。また日

本の対韓国輸入市場依存度は２００５年から２０１１年

の間に増加傾向にあり、３０．９％から３４．９％に増

加した。板類と鋼管類がこのような傾向である

が、２０１１年現在板類の対韓国市場輸入依存度は

６９．９％とかなり高く、STS鋼と非合金鋼の板類

はほとんど韓国からのものである。また棒形鋼

類が４９．６％、鋼管類が２３．３％と高い。

以上のように韓国や日本は両国ともに鉄鋼産

業において輸入の多くの部分を相手市場に依存

しているが、韓国は主に半製品、板類と棒形鋼

類を日本市場に依存している。一方日本は主と

して板類、棒形鋼類、鋼管類を韓国市場に依存

している。そして輸出市場依存度は輸入市場依

存度より高くはないが、韓国は主に棒形鋼類と

表６ 日韓の鉄鋼産業の輸出入依存度の推移

輸出市場依存度（％） 輸入市場依存度（％）

韓国の対日本 日本の対韓国 韓国の対日本 日本の対韓国

２００５ ２０１０ ２０１１ ２００５ ２０１０ ２０１１ ２００５ ２０１０ ２０１１ ２００５ ２０１０ ２０１１

一次原料 ２８．１ ２８．５ ２３．６ ３８．２ ４０．６ ４０．８ ２４．５ ２７．１ ２２．８ ３．９ ８．２ ７．１

半製品 １６．８ ６．９ １２．５ ４１．０ ５０．１ ３５．８ ３３．１ ４０．５ ４３．０ １１．８ ３１．８ １２．４

非合金鋼 ２４．３ ６．８ １２．６ ３８．７ ４９．０ ３３．６ ３０．９ ３９．５ ４２．１ ９．７ ６２．５ ３７．０

STS鋼 ７．３ ３１．４ ２１．８ ５．３ ５．１ １．４ １．７ ０．１ ０．３ ４０．２ ２６．２ ２３．０

合金鋼 １５．３ １６．３ ０．６ ７９．８ ６３．９ ６１．３ ９７．８ ８８．１ ９２．０ ５．４ ２．８ ０．３

板類 １６．３ １２．１ １４．１ ２１．１ ２０．４ １９．５ ４９．１ ５１．２ ４４．５ ５８．６ ６６．１ ６９．０

非合金鋼 １８．１ １２．３ １４．７ ２５．４ ２３．７ ２１．５ ５３．３ ５５．１ ４９．１ ５６．２ ６５．２ ６９．４

STS鋼 １３．３ １４．１ １５．０ １５．１ １８．４ ２０．１ ２８．１ ３１．３ ３０．３ ７６．５ ７９．０ ７６．９

合金鋼 ３．４ １．６ ２．８ ９．０ １２．１ １４．０ ４８．１ ３９．３ １９．８ １２．７ １９．５ ２３．５

棒形鋼類 １８．２ １３．７ １５．２ ２１．９ ２０．４ １８．９ ３８．５ ３５．０ ２９．９ ５３．３ ４８．９ ４９．６

非合金鋼 １５．６ １１．２ １２．８ ３１．３ ３０．１ ２７．１ ３６．５ ３６．９ ３２．８ ５４．０ ５１．０ ５２．６

STS鋼 ２３．４ ２１．７ ２４．５ １５．５ １５．１ １５．９ ３９．０ ３１．２ ２７．３ ４９．３ ４０．７ ４１．７

合金鋼 ２３．３ ２１．８ １９．４ １２．３ １５．８ １５．５ ５２．２ ３３．４ ２５．３ ５６．４ ５３．４ ４８．９

鉄鋼製品 １２．３ ３．３ １３．７ ６．５ １．５ １．０ ３７．３ １７．０ ９．３ ５２．７ ４２．８ ６６．５

鋼管類 １１．１ ７．０ ７．４ ５．８ ７．６ ７．６ ２８．８ ２６．６ ２４．１ ２１．５ ２２．０ ２３．３

合 計 １６．４ １２．６ １４．０ ２１．５ ２２．７ ２０．６ ３８．４ ４０．１ ３５．２ ３０．９ ３２．９ ３４．９

注：ここでの輸出（輸入）市場依存度は、総輸出（総輸入）額に相手国からの各品目類の輸出（輸入）額が占める
割合のことをさす。

資料：UN、「COMTRADE」、http://comtrade.un.org、２０１２年１１月２０日より作成。
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板類を日本市場に、日本は半製品、棒形鋼類と

板類を韓国市場に依存している。

表７は韓国から見た対日本輸出と貿易結合度

を表わしている。貿易結合度は１以上であれば

両国の相互依存関係が強いことであるが、日韓

の間の鉄鋼貿易の貿易結合度は２０００年の６．２４か

ら５．４０にやや減少した。そして棒形鋼類を除く

板類、鋼管類などの貿易結合度は低くなってい

るが、すべての指数が１以上であり、鉄鋼産業

の日韓相互依存関係が非常に強いということを

示している。

次の表８は、日本から見た鉄鋼産業の対韓国

輸出と貿易結合度を表わしているが、韓国から

見た場合と同じく、日韓の間の鉄鋼貿易の貿易

結合度は２０００年の３．４０から３．３０にやや減少して

いる。そして韓国から見た場合の貿易結合度よ

り低く、板類を除き、棒形鋼類、鋼管類などの

貿易結合度は下落したが、すべての指数は１以

上であり、鉄鋼産業の日・韓相互依存関係がと

ても強いということを示している。

�．日韓の鉄鋼産業の貿易競争力と FTA
締結の経済効果

１．日韓の鉄鋼産業の貿易競争力

表９は韓国鉄鋼産業の対日輸出競争力を表わ

している。韓国は２００５年世界市場において輸出

より輸入が多い輸入特化構造を見せたが、２０１１

年対世界貿易特化係数の平均が０．０１に転換し、

世界市場において輸出入がほぼ均衡するように

なった７）。対世界貿易特化係数が－０．３４より低

い品目は韓国の輸入依存度が高く、輸出競争力

表７ 韓国から対日本鉄鋼輸出と貿易結合度

分類

２００５年 ２０１０年 上昇率

輸出額
（百万ドル）

貿易結合度
輸出額

（百万ドル）
貿易結合度

輸出の変化
（％）

貿易結合度
の変化（％）

半製品 ３００ ８．３５ ３８９ ６．７１ ３０．０ －１９．７

鋼管類 １，００２ ７．６５ １，２５７ ６．３９ ２５．５ －１６．５

板類 ５１６ １１．７０ ５５６ ８．５４ ７．９ －２７．０

棒形鋼類 ４０５ ９．１６ ４６４ ９．９９ １４．６ ９．０

鉄鋼全体 ２，３１６ ６．２４ ３，０１１ ５．４０ ３０．０ －１３．４

資料：UN、「COMTRADE」、http://comtrade.un.org、２０１２年１１月２０日より作成。

表８ 日本から対韓国鉄鋼輸出と貿易結合度

分類

２００５年 ２０１０年 上昇率

輸出額
（百万ドル）

貿易結合度
輸出額

（百万ドル）
貿易結合度

輸出の変化
（％）

貿易結合度
の変化（％）

半製品 ３６６ ４．２２ ３１３ ２．８５ －１４．６ －３２．４

鋼管類 ３，１３３ ２．９５ ５，１１９ ２．５２ ６３．４ －１４．５

板類 ９１２ ３．４３ １，７５０ ３．７１ ９１．９ ８．１

棒形鋼類 ８３２ ６．２８ １，２５３ ５．８４ ５０．６ －７．０

鉄鋼全体 ６，２５１ ３．４０ １０，１３７ ３．３０ ６２．２ －３．０

資料：UN、「COMTRADE」、http://comtrade.un.org、２０１２年１１月２０日より作成。
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が弱いと言えるが、一次原料のすべての品目、

非合金鋼、STS鋼、合金鋼の半製品（７２０６、７２０７、

７２１８、７２２４）、非合金鋼の棒（７２１３）、STS鋼の

その他棒及び形鋼（７２２２）、その他合金鋼の棒

（７２２７）、鉄鋼製品の鋳鉄管（７３０３）と鋼管－

seamless（７３０４）の競争力が弱い。

これに対して韓国が世界市場において輸出特

化構造（TSIが０．３４以上）を見せて競争力が強

い品目もあるが、非合金鋼の板類である、冷延

鋼板－広幅（７２０９）、鍍金鋼板－広幅・広幅

（７２１０、７２１２）、熱延冷延鋼板－狭幅（７２１１）、

棒形鋼類の線（７２１７）、合金鋼であるその他合

金鋼の線（７２２９）、そして鉄鋼製品である、鋼

矢板・溶接形鋼（７３０１）、鋼管類のその他管

（７３０５）、電気溶接鋼管（７３０６）、管用継手（７３０７）

が強い輸出競争力を見せている。このように韓

国は世界市場において非合金鋼の板類と鋼管類

の競争力が強くなりつつあるが、多くの半製品

と一次原料を外部に依存し、また合金鋼におい

て競争力が弱いので、全体的にはほぼ輸出入の

均衡をなしている。

一方、韓国鉄鋼産業の対日本貿易は、ほとん

どの品目において輸入が輸出より多く、対日輸

入特化構造を見せている。２０１１年対日貿易特化

係数（TSI）の平均は－０．４２と算出され、対日

輸入依存度が高く、６３億ドル以上の対日貿易赤

字を記録した。特に対日貿易特化係数が－０．３４

より低く競争力の弱い品目は韓国の対日輸入依

存度が絶対的とも言えるが、一次原料の７２０１、

７２０４、７２０５、非合金鋼である、半製品の鉄塊や

鉄（７２０６、７２０７）、板類の重厚版・熱延鋼板－

広幅（７２０８）、鍍金鋼板－狭幅（７２１２）、棒形鋼

類の線（７２１３）、その他棒（７２１４）、形鋼（７２１６）、

STS鋼である、板類の熱延鋼板－狭幅（７２２０）、

棒形鋼類の STS鋼の棒（７２２１）、合金鋼である、

インゴットなどの半製品（７２２４）、板類のケイ

素電気鋼の鋼板－狭／広幅（７２２５、７２２６）、棒

形鋼類のその他合金鋼の棒や形鋼（７２２７、

７２２８）、鉄鋼製品である、棒形鋼類の軌条

（７３０２）、鋼管類の鋳鉄管（７３０３）と鋼管－seam-

less（７３０４）が強い輸出競争力を見せている。

これに対して、韓国が日本に対して輸出特化構

造（TSIが０．３４以上）を見せる品目もごく一部

あるが、一次原料の直接還元鉄（７２０３）、非合

金鋼である板類の熱延鋼板－狭幅（７２１１）、STS

鋼の半製品（７２１８）と線（７２２３）、合金鋼であ

るその他合金鋼の線（７２２９）、鉄鋼製品である、

鋼管類のその他の管（７３０５）、電気溶接鋼管

（７３０６）、管用継手（７３０７）が日本に対して強

い競争力を見せている。

このような韓国の対日貿易構造が意味すると

ころは、韓国は一次原料および半製品、高い技

術を要する高級鋼材である合金鋼の板類（冷延

鋼板、鍍金鋼板、電気鋼版など）、その他合金

鋼の線材および棒形鋼類、非合金類の冷延鋼

板、鍍金鋼板、鉄鋼製品の鋳鉄管、seamless鋼

管、鋳鋼品などを輸入するだけではなく、中級

程度の技術を要する中級材である重厚板／熱延

鋼板、線材、棒鋼、形鋼なども輸入する構造、

すなわちほとんどの鉄鋼品目において日本に対

する輸入依存度が非常に高いということであ

る。ただ２０００年代前半と違うのは、当時は中・

低級材を日本に輸出し、熱延類や高級材を輸入

する構造であったが、韓国の鉄鋼技術が向上し

冷延鋼板（特に自動車鋼板）のような高級材も

一部日本に輸出するようになったということで

ある。

２．日韓 FTA締結の経済効果

鉄鋼産業において日本の競争力が圧倒的に強

いため、FTAが締結されれば、日本の対韓国

輸出の拡大や進出などが活発になると考えられ
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表９ 韓国鉄鋼産業の対日本輸出競争力の推移 （単位：百万ドル）

HS４ 分類 品目名
対世界 TSI 対日本 TSI 対日収支

（２０１１）２００５ ２０１０ ２０１１ ２００５ ２０１０ ２０１１

１次原料 －０．７０６ －１，５４３

７２０１ １次原料 銑鉄 －１．００ －０．９８ －０．９３ －１．００ －０．５６－０．４６ －１５

７２０２ １次原料 Ferro Alloys －０．８２ －０．５９ －０．５３ －０．６２ －０．２９－０．２５ －７３

７２０３ １次原料 直接還元鉄 －１．００ －１．００ －０．８９ －０．９８ －０．７３ ０．８５ １１

７２０４ １次原料 古鉄及び再溶解用のインゴット －０．８６ －０．７１ －０．７９ －０．８８ －０．７４－０．８０ －１，４２５

７２０５ １次原料 鋼鉄の粉と粒 －０．７０ －０．７２ －０．７０ －０．６９ －０．６２－０．５８ －４１

非合金鋼 －０．４０ －４，０６４

７２０６ 半製品 鉄塊、卑合金鋼（７２０３を除く） －０．７３ －０．６９ －０．７０ ０．７４ －０．３７－０．８１ －３７

７２０７ 半製品 鉄或いは非合金鋼の半製品 －０．９４ －０．６９ －０．４４ －０．９６ －０．９３－０．７９ －１，０３８

７２０８ 板類 重厚板・熱延鋼板（広幅） －０．４３ －０．２４ －０．０３ －０．６８ －０．６７－０．５１ －２，５５９

７２０９ 板類 冷間圧延鋼板（広幅） ０．８０ ０．７６ ０．７１ ０．５９ ０．５３ ０．２６ ２５１

７２１０ 板類 鍍金鋼板（広幅） ０．６４ ０．７２ ０．５５ －０．１０ ０．１１－０．１２ －１６２

７２１１ 板類 熱延冷延鋼板（狭幅） ０．３４ ０．５２ ０．５２ －０．６７ ０．６９ ０．３４ １２

７２１２ 板類 鍍金鋼板（狭幅） ０．７１ ０．５７ ０．６０ －０．５５ －０．５７－０．６３ －２４

７２１３ 棒形鋼類 棒（熱延圧延したもの） －０．５８ －０．３４ －０．３５ －０．７１ －０．５４－０．４９ －１９２

７２１４ 棒形鋼類 その他の棒（少し加工） －０．３８ －０．０９ －０．０１ －０．７９ －０．８２－０．７４ －１６５

７２１５ 棒形鋼類 其の他の棒 ０．０９ －０．１３ ０．２４ －０．６５ －０．０５－０．２６ －４

７２１６ 棒形鋼類 形鋼 ０．２６ ０．１０ ０．１０ －０．４８ －０．８４－０．７２ －３１４

７２１７ 棒形鋼類 線 ０．８０ ０．５９ ０．５９ ０．８３ ０．８４ ０．９０ １６９

ステンレス（STS）鋼 －０．１４ －１７９

７２１８ 半製品 STS鋼の一次形状と半製品 ０．０１ －０．９２ －０．９２ ０．７９ ０．７４ ０．４５ ０

７２１９ 板類 STS鋼の熱間圧延鋼板（広幅） ０．４４ ０．２４ ０．１９ ０．１２ －０．１３－０．１４ －１３８

７２２０ 板類 STS鋼の熱間圧延鋼板（狭幅） －０．１６ ０．３９ ０．２３ －０．８４ －０．２５－０．４０ －２０

７２２１ 棒形鋼類 STS鋼の棒 ０．８８ ０．０１ －０．０５ －０．０２ －０．６６－０．５４ －６１

７２２２ 棒形鋼類 STS鋼の其の他棒および形鋼 －０．１５ －０．４５ －０．４７ －０．１３ －０．０７－０．１２ －９

７２２３ 棒形鋼類 STS鋼の線 ０．２０ ０．５４ ０．４８ ０．４４ ０．５６ ０．５９ ４７

合金鋼 －０．５２ －３５６

７２２４ 半製品 インゴットその他の一次形状の物 －０．９４ －０．９３ －０．８６ －０．９９ －０．９９－１．００ －９７

７２２５ 板類 ケイ素電気鋼の鋼板（広幅） ０．２６ ０．５９ ０．２１ －０．９１ －０．９７－０．５０ －４８

７２２６ 板類 ケイ素電気鋼の鋼板（狭幅） －０．６７ －０．２６ －０．３３ －０．９３ －０．９２－０．８８ －７３

７２２７ 棒形鋼類 其の他合金鋼の棒１ －０．００ －０．７２ －０．８６ －０．６７ －０．９０－０．９９ －１１２

７２２８ 棒形鋼類 其の他合金鋼の其の他棒・形鋼 ０．００ －０．３０ －０．２４ －０．６４ －０．８１－０．７７ －９８

７２２９ 棒形鋼類 その他合金鋼の線 ０．７１ ０．５０ ０．５６ ０．７０ ０．５０ ０．４１ ７１

鉄鋼製品 －０．２５ －１７０

７３０１ 棒形鋼類 鋼矢板、溶接形鋼 ０．４１ ０．６４ ０．４７ －０．２１ －０．３１ ０．８４ １７

７３０２ 棒形鋼類 軌条 ０．２１ －０．３５ －０．０８ －０．７８ －０．７１－０．８０ －５

７３０３ 鋼管類 鋳鉄菅 －０．８２ －０．６２ －０．３６ －０．０７ －０．５２－０．８７ －１

７３０４ 鋼管類 鋼管（seamless） －０．５０ －０．５９ －０．５６ －０．９５ －０．９５－０．９６ －３７１

７３０５ 鋼管類 その他の管（円形、広幅） ０．９６ ０．９４ ０．９２ －０．７０ －０．７３ ０．９６ １

７３０６ 鋼管類 電気溶接鋼管 ０．７５ ０．８０ ０．７８ ０．５８ ０．６３ ０．８２ １１５

７３０７ 鋼管 管用継手 ０．３６ ０．３５ ０．４３ ０．６７ ０．４８ ０．６０ ７３

平 均 －０．１０ ０．０４ ０．０１ －０．４６ －０．５５－０．４２ －６，３１３

資料：UN、「COMTRADE」、http://comtrade.un.org、２０１２年１１月２０日より作成。
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るが、以下では FTAの長・短期効果を検討し

てみたい。まず、FTAは、関税の撤廃・低減

による貿易の拡大を必須としている。関税の撤

廃・低減は輸入国の消費者に輸入品を安く購入

することを可能にするが、同じ産業における輸

入販売者と競合関係にある生産者は安価な輸入

品の増加によって生産を減らさざるをえず、生

産者の余剰は減ることになる。さらに関税の収

入が減る。この三者の大きさによって国全体の

余剰（厚生）は増えるときも減るときもあると

いうのが経済理論の静態的効果（短期効果）で

ある。またこのような静態的効果に加えて、貿

易の活性化により競争が促進され、国内投資が

進み、生産性が向上する、または貿易自由化を

見込んで外国の工場の立地が活発になる。加え

て産業の立地が域内に集積することにより生産

性が向上する効果も考えることができるが、こ

ういった効果を動態的効果（長期効果）と呼ぶ。

じっさい９０年代に締結された NAFTAなどの研

究では動態的効果が静態的効果を大きく上回る

とされている。

しかし、関税の撤廃や低減による静態的効果

は、表１０でみるように鉄鋼品目における韓国と

日本の関税率はほぼゼロ・パーセントに近く、

効果は大きくないと思われる。韓国と日本は

WTO無関税協定により２００４年からいくつかの

品目を除き、ほとんどの鉄鋼品目について無関

税を適用している。２０１１年基準で韓国の平均実

行関税率は約０．６８％、日本は約０．２９％である。

韓国は一次原料において１ないし５％、鉄鋼製

品の棒形鋼類や鋼管類のごく一部品目において

８％の関税を賦課しているが、日本は韓国より

さらに低い関税を賦課している。このように日

韓 FTA締結による効果は大きくないと思う

が、短期的には韓国よりも日本の方の利益が大

きいであろう。さらに静態的効果のみならず動

態的効果が発揮できるためには、非関税障壁と

して作用する商慣習や制度的障壁を無くし、競

争促進政策の強化が前提となる。すなわち関税

の撤廃よりも非関税障壁の解消がもっと重要で

ある。しかし伝統的に日本は様々な非関税障壁

が存在する国として知られている。日本の代表

的な非関税障壁としては標準及び規格、閉鎖的

な流通構造などが挙げられる。

鉄鋼製品の分類において韓国は KS規格を、

日本は JIS規格を使用している。日本製品の韓

国輸出には KS規格の取得が不必要だが、韓国

製品の日本輸出には JIS規格の取得が必要であ

る。JISと KS規格は一部鉄鋼品目を除き、分

類基準、要求される化学成分および機械的性質

など大部分基準が同一であると知られている

（韓国鉄鋼協会、２００４）。KSと JIS規格が類似

表１０ 鉄鋼産業の日韓関税率の比較

分類 韓国 日本

一次原料 １．５９ ０．７８

半製品 ０．００ ０．２４

非合金鋼 ０．００ ０．４９

STS鋼 ０．００ ０．００

合金鋼 ０．００ ０．００

板 類 ０．００ ０．００

非合金鋼 ０．００ ０．００

STS鋼 ０．００ ０．００

合金鋼 ０．００ ０．００

棒形鋼類 ０．０９ ０．０６

非合金鋼 ０．００ ０．００

STS鋼 ０．００ ０．００

合金鋼 ０．００ ０．００

鉄鋼製品 ０．５７ ０．４１

鋼管類 ３．０４ ０．６６

平 均 ０．６８ ０．２９

注：２０１１年基準。関税率は当該細部品目（HS６桁）
の単純平均である。

資料：韓国関税庁「関税率表」、財務省「実行関税
率表」より作成。
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しているにも拘らず対日輸出のとき、JIS規格

を要求するのは非関税障壁であるに違いない。

したがって韓国の一方的な標準認定は FTA締

結の後に日本鉄鋼製品の韓国市場進出をより有

利にするであろう。

また日本の鉄鋼製品の生産、流通、そして加

工が、垂直系列化されている場合が多いため、

輸入鉄鋼製品の日本市場参入が事実上制限され

ている８）。日本の鉄鋼流通企業が生産企業と垂

直系列化されているのとは対照的に韓国の大部

分の鉄鋼流通企業は生産企業と独立的な企業と

して運営されており、概して中小規模の鉄鋼専

門流通企業である。韓国の鉄鋼企業は主に装

備・修理などの協力作業に専門化された企業を

系列化しており、輸入鉄鋼製品の韓国国内流通

にはあまり影響力を及ぼさない。また日本の鉄

鋼流通構造は閉鎖的な流通構造とあわせて韓国

に比して複雑である。韓国では鉄鋼製品の流通

が中小専門代理店を通じて直接販売方式で行わ

れるが、日本の場合は、大部分は大型総合商社

を通じた間接販売で行われている。換言すれ

ば、日本に輸出するためには総合商社を通じな

くては不可能である。このような総合商社を通

じた間接販売方式のために日本は韓国に比して

鉄鋼流通経路が２ないし３段階多いより複雑な

構造となっている。

このような日本の閉鎖的で複雑な流通構造の

ために外国鉄鋼製品の日本市場への参入は非常

に難しい９）。さらに韓国の鉄鋼流通構造が日本

に比して相対的に開放的であるため、FTAが

締結されると、日本製品は簡単に韓国市場に参

入することができるが、韓国製品の日本市場へ

の参入は難しいので、一方的な流通の流れが生

じる恐れもある。このうえ日本の鉄鋼流通企業

の韓国進出は莫大な資本力と多様な流通機能性

を発揮して増加する可能性が高いのに対して、

韓国の鉄鋼流通企業は零細性のために日本進出

の可能性はそれほど大きくないと考えられる。

そしてこのような日本の大型流通企業の韓国進

出は韓国の中小型流通企業の撤退を引き起こす

等韓国国内の鉄鋼流通市場を撹乱するかも知れ

ない１０）。

以上のように日韓両国ともに関税はゼロに近

いので関税撤廃の効果は小さいものであるにし

ても、韓国の関税の方がやや高いので関税撤廃

による効果、つまり輸出拡大の効果は日本の方

が大きいであろう。また関税以外の非関税障壁

は日本より韓国の方が低く、韓国鉄鋼流通構造

は相対的開放的であるので、相手鉄鋼市場への

参入や流通企業の進出も日本がより有利である

と考えられる。日本に対する韓国鉄鋼産業の競

争力の弱さや日本の非関税障壁などを踏まえて

考えると、短期的にのみならず中長期的にも日

韓 FTA締結による経済的恩恵、利益を多く期

待できるのは日本であろう。

３．日韓の鉄鋼産業の相互協力可能性

輸出入の依存度や貿易結合度などからすれ

ば、現に日韓の鉄鋼産業はじっさい統合されて

おり、日本は韓国の鉄鋼貿易にとって、韓国は

日本の鉄鋼貿易にとって非常に重要であるにも

拘らず、未だに日韓の間には FTA相手国とし

ては空白地帯である。FTAが締結されれば、

関税の撤廃や非関税障壁の解消などによってさ

らに統合が進むであろう。そうなると日韓の鉄

鋼産業は競争だけではなく以前よりも協力の必

要性が高まるであろう。以下、現在日韓の鉄鋼

産業がおかれている環境を踏まえて日韓の鉄鋼

産業の協力可能性について考えてみよう。

第一に、日韓の国内は産業が高度化・サービ

ス化しており、また建設需要の減退や低成長基

調によって鉄鋼の国内需要は減少しつつある。

日韓 FTA締結と鉄鋼産業の協力可能性
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しかし生産拠点が流入し、現地調達が増加し、

経済が急速に拡大している中国、インド、

ASEANなどの新興国市場においては鉄鋼需要

が益々増加している。このように鉄鋼需要は先

進国市場から新興市場に移りつつある。

第二に、ソ連崩壊以後、９０年代に東ヨーロッ

パを中心として鉄鋼企業間のM&Aなどが行わ

れたが、２０００年代に入ってからも、鉄鋼需要者

である自動車業界においてM&Aを通じた巨大

化が進められ、また鉄鋼資源は主にオーストラ

リアやブラジル企業が供給しており、資源の独

占化が深化しているが、巨大化した自動車企業

や寡占的な原料供給企業との交渉力を高めるた

めに鉄鋼業界のM&Aも活発に推進された。

第三に、韓国や日本の場合も鉄鋼企業の規模

を拡大する必要性があるが、国内企業を再編し

統合するには限界があり、国内の生産規模を拡

張することも限界がある。なぜなら、先述した

ように鉄鋼の国内需要が減少しつつあり、現地

調達が増加しているので輸出はさらに難しくな

ると予想されるからである。また世界市場にお

ける中国企業の急浮上と韓国や日本企業のポジ

ションが低下しており、さらに川上工程におけ

る供給過剰問題を抱えている。２００９年現在世界

的に約５億トンが過剰で、過剰率は、日本が約

５０％、韓国と中国が約２１％に上っている。

以上のような環境の下で日韓の鉄鋼産業が競

争力を高めるためにはいくつかの戦略を考える

ことができるが、この戦略を推進する過程にお

いて、日韓の鉄鋼産業が互いに協力し合うべき

であると考えられる。

まず、第一に競争力を高めるための戦略とし

て日韓鉄鋼企業の「国内経営基盤の強化」が考

えられる。国内経営基盤を強化するためには、

いくつかの方法があると思うが、日韓鉄鋼企業

の間の戦略的提携を維持し、これを通じて技術

力や競争力を向上することも一つの方法であ

る。既にポスコと新日本製鉄、現代ハイスコと

川崎製鉄（現 JFE）の間に戦略提携が結ばれて

いるが、これをさらに強化し維持する必要があ

る。また国内経営基盤強化のためのもう一つの

方案として日韓の大学を連携し優秀な鉄鋼人材

を育成することを通じた技術開発の強化も考え

られる。

第二番目に考えられる戦略は、「新興市場の

開拓およびグローバル・ネットワーク体制の構

築」が要求される。今までは日本企業にしろ韓

国企業にしろすべてローカル企業としての役割

を果たしてきたが、現在鉄鋼産業がおかれてい

る環境から見ると、これからはグローバル企業

としての役割が求められている。これは単に必

要ではなく、世界鉄鋼市場で生き抜くための必

須不可欠な戦略である。日本のみならず韓国国

内の鉄鋼需要も飽和点に到達しており、中国、

インドなどの新興国の需要は急速に増加傾向に

ある。日本企業も２０００年代に入ってから海外進

出を加速化しているが、韓国のポスコも中国、

インド、ベトナムなどに海外進出を加速化して

いる。そして海外進出に際しては、鉄鋼需要企

業と協力しての進出や単独の進出も一つの方法

であると思う。また日本企業と協同して進出す

る方法も考えられるが、これは海外進出の大き

なリスクを軽減させる方法であろう。ポスコと

新日本製鉄がブラジル・ナミ鉱山とモザンビー

クへの共同投資をしているのが良い例である。

第三番目の戦略としては、鉄鋼産業の競争力

を強化し維持するための「原料及び燃料の安定

的な調達」が求められる。これは日韓の鉄鋼産

業の生存の必須条件になっている。２０１１年現在

原料市場はオーストリラリアおよびブラジルの

上位３社によって握られた寡占状態（海上供給

量の７０．０％を掌握）である１１）。このために鉄鋼

長崎県立大学東アジア研究所『東アジア評論』第５号（２０１３．３）
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企業の価格交渉力が弱まり、原燃料の価格が急

騰し高い水準で推移している。価格交渉力を高

めるためには韓国企業単独よりは日本企業と共

同で対応するか、日中韓の企業が共同対応する

ことも考えられる。あるいは原燃料問題に能動

的に対処するためには直接海外の鉄鋼鉱山開発

も必要であるが、そのさいに日韓鉄鋼企業が共

同で投資することも一つの方法であろう。

最後に、第四番目の戦略として地球温暖化問

題と係わる「低炭素・グリーン成長への積極的

な参加と対応」が求められる。今は過去の大量

生産・大量消費から環境と成長が結合された低

炭素・グリーン成長の時代に転換しており、各

国政府はこれと関連した法を制定しようと努力

している。この問題と関連して鉄鋼企業は国内

企業の間もしくは日韓企業の間に協力を考える

ことができるが、環境関連の技術において世界

で一番高い技術水準を保有している日本企業と

の協力を通じて工程の改善なり製品および技術

の開発を拡大する戦略を推進することができる

であろう。もちろんこのさいに日本企業は環境

ビジネスのチャンスを拡大することが可能であ

ろう。

�．結びに代えて

日韓の間には貿易において非常に密接な関係

にあるにもかかわらず未だに FTAの交渉さえ

実行されていないのが現実である。鉄鋼産業に

おいて日韓の間では、域内貿易の割合、輸出入

市場依存度や貿易結合度が非常に高くなってい

る。これに両国の間に FTAが締結されれば、

両国の経済に大きな影響を及ぼすことはもちろ

ん、鉄鋼産業にいても協力体制がさらに深まっ

ていくと予想される。日韓の鉄鋼産業の競争力

やその経済効果を纏めると次のようになる。

まず、鉄鋼産業において日本の競争力が強い

ため、日韓の間に FTAが締結されれば、日本

の方が非常に有利になると考えられる。また日

本に対する韓国鉄鋼産業の競争力の脆弱さや韓

国の関税の高さ、そして日本の非関税障壁など

を踏まえて考えると、短期的にのみならず中長

期的にも日韓 FTA締結による経済的恩恵、利

益を多く期待できるのは日本であると予想され

る。そして日韓の鉄鋼産業の競争力や現在日韓

の鉄鋼産業のおかれた環境を踏まえて日韓

FTA締結後の日韓の鉄鋼産業の競争力を高め

るための戦略を考えることができるが、その戦

略を進める過程において日韓企業間の協力可能

性が浮かび上がってくると考えられる。

まず、日韓の鉄鋼産業の競争力を高めるため

の戦略として、第一に、日韓鉄鋼企業の「国内

経営基盤の強化」が求められるが、このために

は日韓鉄鋼企業の間における戦略的提携の維

持・強化や日韓大学の連携による優秀な鉄鋼人

材の育成を通じた技術開発の強化等が必要であ

る。

第二に、次の戦略としては「新興市場の開拓

およびグローバル・ネットワーク体制の構築」

が要求されるが、このとき、日本企業と協同し

て進出する方法も考えられる。

第三に、「原料及び燃料の安定的な調達」が

求められるが、寡占的な原燃料企業に対する価

格交渉力を高めるためには日韓企業の共同対応

や海外鉄鋼鉱山の共同開発も効果を発揮するで

あろう。

最後に、地球温暖化問題と係る「低炭素・グ

リーン成長への積極的な参加と対応」が求めら

れるが、日韓鉄鋼企業の協力と、このさいに日

本企業は環境ビジネスのチャンスを拡大するこ

とが可能であろう。

日韓 FTA締結と鉄鋼産業の協力可能性
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１）FTAは、特定の国や地域の間で、物品の関税や
サービス貿易の障壁等を削減・撤廃することを目的
とする協定である。
２）EPAは、貿易の自由化に加え、投資、人の移動、
知的財産の保護や競争政策におけるルール作り、
様々な分野での協力の要素等を含む、幅広い経済関
係の強化を目的とする協定である。
３）TPP協定は、多くの国々の間で結ばれている、「ヒ
ト、モノ、カネ」の流れをスムーズにするための経
済連携協定の一つで、アジア太平洋自由貿易圏
（FTAAP）の実現に向けて現在９カ国が交渉中で
あり、日本は交渉参加に向けて関係国との協議を進
めている。
４）今まで日中韓または日韓などの FTAの可能性や
経済効果について鄭仁教（２００１）、Japan’s Cabinet Of-
fice（２００１）、Scollay and Gilbert（２００１）等によって
計量的に分析が行われた。これらの研究によれば、
日中韓 FTAは３国すべてに経済全体的に利益にな
ると推算している。しかし、本研究では主に鉄鋼産
業に的を絞って日中韓 FTAの必要性や経済効果等
を検討する。
５）韓国貿易研究院「世界 FTAの拡散動向と示唆点」
『Trade Focus』、１０：１９、２０１１年。

６）日本は世界市場に対して主に板類、鋼管類、棒形
鋼類を輸出入している。２０１１年一次原料、STS鋼と
合金鋼の半製品を除いた他の品目類はすべて輸入よ
りは輸出の方がずっと大きく、世界市場に対して約
３７５億ドルの貿易黒字を記録した。日本の韓国との
鉄鋼交易構造は世界と貿易構造と似たような構造だ
が、韓国の対日本鉄鋼交易構造でみたように、日本
は韓国から主に板類と棒形鋼類を輸入し、板類、棒
形鋼類、そして一次原料と半製品を輸出している。
２０１１年現在日本は、STS鋼の半製品を除き、すべて
の品目類において輸入よりは輸出の方がずっと大き
く、韓国に対して約６０億ドルの貿易黒字を出した。

７）貿易特化係数(TSI)は、国の輸出競争力を示す指
標の一つで、ある品目の輸出額から輸入額を差し引
いた純輸出額（純輸入額）を、その品目の輸出額と
輸入額を足した総貿易額で割った指標をいう。通
常、本指標は、プラス１からマイナス１の範囲内に
あり、プラス１に近づくほど外国に対する輸出競争
力が強く、逆にマイナス１に近づくほど外国に対す
る輸出競争力が弱いとされる。
８）日本鉄鋼産業の垂直系列化は閉鎖的な流通構造を
招き、外国企業の日本市場参入の障壁になってい
る。その一例として、１９９０年代中頃日本内の鋼材の
価格が国際価格より高いので日本の建設企業は減価
削減のために韓国産製品の輸入を進めたが、日本の
高炉社の系列企業である加工企業が韓国産鉄鋼製品
についての加工委託を拒んだので韓国産製品の輸入
ができなかった場合がある（韓国鉄鋼協会、２００４）。

９）日本の複雑な流通構造は鉄鋼産業においてだけで
はなく、全産業においても貿易障壁として作用して

いるといわれている。Yang-Hee Kim・Byung-Teak
Cho「韓・日 FTAと日本の流通障壁－競争政策的接
近」韓国対外経済政策研究院、『政策研究』０２‐１３、
２００２年。

１０）以上の日本の非関税障壁については主に金博洙ほ
か８人『韓・日・中 FTA：製造業部門の対応戦略
－敏感品目を中心に』（第６章 鉄鋼産業）、韓国対
外経済政策研究所、２００５年を参照せよ。

１１）POSCO（２０１１）の展望によれば、原料価格はこ
れからも高水準を維持するであろう。
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